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【基本】 
・会社が指定するものであって、事前に希望日を把握したり、拒否できるものではなく、本人
の同意を得るものではない。 

【基本】 
・休業か年次有給休暇のどちらか早く指定された方が適用される。 
⇒労働者は、既に休業が指定された日に、年休を時季指定することはできない。また、会社は、
既に年休の時季指定がされた日に、休業を指定することはできない。 

【都度】 
・全ての場合において先に発生した事由を優先させない場合もある。 
⇒忌引等、休業との調整が必要になることも考えられる。 

【基本】 
・年次有給休暇の付与に関わる出勤日数に、休業指定された日は含まれる。 
⇒休業が指定された日が多くなっても、それだけで次年度の年休の付与日数は減らない。 
・昇進の在級年数及び勤続年数に、休業指定された日は含まれる。 

【基本】 
・基本的に緊急呼び出しは行わない。 
⇒予備や自宅待機なども組み合わせて行くことを想定している。 
【都度】 
・どうしても必要になる可能性もある。 
⇒制度上は可能であるが、労働時間の整理などの問題意識もあり、休業を指定された人が急遽
勤務する事態はほぼ無いと考えている。 

【基本】 
・柔軟に対応出来るようにするために今回の条文の改正を行う。 
⇒休業による減額や、休業指定の方法によって支給に差が出る可能性を考慮している。出来る
限りマイナス分を少なくしたいというアプローチをしている。 

【都度】 
・事象や状況によっては、減額を行う可能性がある。 


